












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































　定　積　立　金� 1，500�0� 　期　利　益　金� 23，600�0












損 失降 劉　利 益1金 額
商品及積送品繰越高
仕
販
入
売
〔売上利益〕
小
高
費
十
昌＝
p
　　　　　コ8，　921，　OOOIOO　商品及積送品売上高
17，559，00000　商品及積送品現在高
1，029，000　　　　00
27，509，000　　　　00
1，213，000　　　　00
28，722，000 房
営業　損益計算
　　　　0020，698，000
　　　　008，024，000
28，　722，　OOO　　　　OO
営　　　業　　　費
納　税　引　当　損
従業員退職給与引当損
貸　　倒　　償　　却
支払利息及割引料
筐染
〔営業利益〕
小
損
十一
ニ
ロ
　951，60000
　123，60000
　25，40000
　47，80000
　83，　600100
　37，70000
1，269，70000
　56，30000
1，326，00000
売　　上　　利　　益
受　入　手　数　料
受入利息及割引料
有価証券利息及配当金
雑　　　　　　　益
純　損益計　算
1，213，000　　　　00
　46，000　　　00
　23，00G　　　OO
　37，500　　　00
　6，500　　　00
1，326，000　　　　00
創　業　費　償　却
営　業　権　償　却
有価証券売却損
建物商d6火災損失
5，　OOO　　OO
15，000　　00
56，000　　00
76，000　　GO
152，　OOO 房
計
益
益
益
　
　
　
へ
立
還
4
幻
利
取
償
　
損
権
券
燃
業
債
証
凶
　
却
価
営
償
有
56，300　　00
3，000　　GO
2，700　　go
62，000　　00
90，000　　00
152，000房
純損益処分計算
当　期　損　失　金
繩卲J越利益金
90，000
V，500
00
O0
揃
期
繰
越
利
益
金
，
97，500 GO
97，500堕 97，500
00
i
第七　純損益処分計算
三七　当期利益金は純損益処分計算に於
て，前期繰越利益金に合算し，之を「積
立金」，「株主配当金」，「役員賞与金」，
「後期繰越利益金」等に処分すべし。当
期利益金が前期繰越損失金より少なると
きは，其の差額を「後期繰越損失金」と
して示すべし。
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三八　当期損失金は純損益処分計算に於
て，前期繰越利益金又は積立金戻入を以
て之を補填すべし。前期繰越損失金が存
するときは，当期損失金を之に合算し
「後期繰越損失金」として示すべし。
　純損益処分計算が損益計算でないこと
は既に述べた。雛形に於て外部の輪廓を
区分したのも此の意味を明かにする為め
わが国財務諸表の生成に関する事例研究（補遺・完）（久野）
である。これは甚だ姑息な方法ではある
が，両者を区別すべき旨を明かにしただ
けである。従つて其の形式の如きもここ
に示す方法を必ずしも要求すぺきではな
いと思ふ。（250・251頁）
　いささか蛇足ながら，この太田哲三博士の
見解について，率直に私見をのべる。
　博士は，「損益計算」と「純損益処分計算」
とを極めて明確に区別し，「純損益処分計算」
が損益計算書の一部をなすものでないこと
を，はっきり明言している。あたりまえとい
えぽあたりまえであるが，「純損益処分計算」
の一部をなす「処分財源調整計算」が損益計
算書の一部をなすと考えている現行の制度的
様式が現に存在するのだから，あえてこの点
を強調しておきたい。
　次に，前掲（pp．59～60）の「準則」の雛形
（第四・第五号表）に関連して，博士はこうの
べている。
　「純損益処分計算が損益計算でないことは
既に述べた。雛形に於て外部の輪廓を区分し
たのも此の意味を明らかにする為めである。」
　つまり，こういうことである。次掲の㈹・
（B）両図をみていただきたい。
　　　（A）　　　　　　　　　（B）
　　損益計算書　　　　　　損益計算書
売上損益計算
損
益
計
算
営業損益計算
純損益計算
純損益処分計算
損
益
計
算
売上損益計算
営業損益計算
純損益計算
1纈益処分講
　㈹とせずに，（B）としたというのである。
　（A）ならぽ，これはProfit　and　Loss　Account
「損益計算書」ではなく，正確にいえば，
Profit　and　Loss　and　Appropriation　Account
「損益および純損益処分計算書」である。その
場合，くりかえしてのぺたように，Appro－
P「iation（P「oPosed）なのか，　Appropriation
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（declared）なのかの問題はのこる。
　⑧は，博士のいう「外部の輪廓を区分した」
ものだが，博士自身いみじくものべているよ
うに，「これは甚だ姑息な方法」である。ま
さにそのとおりである。次いで，「両者を区
別すべき旨を明らかにしただけである」なぞ
と甚だ暢気なことをいっているが，両者は明
確に区別すべきものであって，いやしくも
「損益計算書」というタイトルの会計報告書
に，「純損益処分計算」領域をふくめるべき
ではない。「外部の輪廓を区分した」ことが
どれだけの意味をもつのか，見当もつかな
い。博士も「従って其の形式の如きもここに
示す方法を必ずしも要求すべきではないと思
ふ」とのぺているが，歯切れの悪いこと霧し
い。単なる方法（形式）の問題ではない。会
計（計算・報告）の根幹にふれてくる重大な問
題である。
　「外部の輪廓を区分した」，「ここに示す形
式」のような「姑息な方法」をあえて採用す
るに至ったのは，おそらく，次のような誤っ
た認識にもとつくものと考えられる。
　（イ）「純損益処分計算」は，「損益計算」の
延長である。もしくは，その延長線上にある
とする誤った認識。
　（ロ）英国の（もしくは，明治26年7月商法実
施以前のわが国にみられた英国伝来の）Profit
and　Loss　and　ApPropriation　Accountから
の影響をうけており，しかもその実態の理解
ないし認識の程度が甚だ浅薄であること。
　まず，（ロ）から検討してみよう。博士のr前
掲書』198頁には，ライル（Lisle）にふれて，
次のようにいう。
　「損益勘定の分割は蓋し英国のライル（Lis－
le）が四個の計算区分を設けたに初まる。同
氏によれば，第一の区分を売買損益とし，第
二の区分を営業損益とし，第三の区分を臨時
損益とし，第四の区分を利益処分としたので
ある。」
　ライル（G．Lisle）が，区分様式の創始者で
あるかどうかは甚だ疑問だが，本稿ではあえ
てふれないが，ここらあたりの実証は，どう
にも心もとない。問題は，「損益勘定の分割」
そのものの意味，とくに「損益勘定」の理解
の仕方である。そもそも「損益勘定」とは何
であるか。英語でいえばProfit　and　Loss
Accountである。　Profit　and　Loss　Account
とは，簿記の領分でいえば「損益勘定（集合
勘定の一種）」ないし「損益勘定口座」であり，
ひろく財務（諸表）会計の領分でいえぽ会計
報告書としての「損益計算書」である。つい
でに，Balance　Accountといえば簿記の「残
高勘定（集合勘定の一種）」ないし「残高勘定
口座」であり，Balance　Sheetといえば会計
報告書としての「貸借対照表」である。どう
いうわけか，Balance　SheetとはいうがProfit
and　Loss　Sheetとはいわない（まったく事例
がないというわけでもないが，すくなくとも一般
的には）。ここらあたりが，英国人のまことに
端悦すべからざるところであり，何とも評し
難く，そうなっているというほかはない。両
勘定（accounts）を合せて，　the　Accounts「財
務諸表」という。米語ならFinancial　State－
mentsである。
　ライルの先の四区分は，Profit　and　Loss
Accountを対象にしたものではなく，明ら
かにProfit　and　Loss　and　ApPropriation
Accountを対象したものであるとみなけれ
ばならぬ。ここらあたりが，博士にはよくわ
かっていないように思われる。英国では，
Profit　and　Loss　and　Appropriation　Account
のことを，単にProfit　and　Loss　Account
という場合も多いから，まあ考えようでは無
理もない誤解ともいえるが。
　くりかえすが，Profit　and　Loss　Account
と　ApPropriation　Accountとは，もともと
次元を異にするものである。だからこそ，両
者を結合した「計算書」に意味があるのであ
り，同次元のものならぽ，あえて「結合」と
いう必要もないわけである。
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　いうまでもなく，「純損益処分計算」（appro－
priation）は，「損益計算」の延長ではない。
期間を前提とする損益計算の締切（closing
en亡ry）がすみ，時点を前提とする在高（財産）
計算の総括（balancing　and　ruling　cntry）も
すみ，決算手続がすべて完了し，次期に入っ
てから株主総会が開催され，そこで処分の内
容が確定し，取締役会によって実施される。
この時間的序列をみて，「延長（線上）にある」
というのなら，「純損益処分計算」は，「損益
計算」・「在高計算」の延長線上にあるといえ
ないこともないし，決算の延長線上にあると
いえなくもない。要するに決算日より先の時
点だというにすぎない。まことにたわいがな
いことになる。筆者（久野）には，「延長」（線
上）という意味がもともとよくわからぬ6
　ついでながら，雛形の「純損益処分計算」
の様式について付言する。貸借対照表および
損益計算書の両会計報告書の様式に，「勘定
式」と「報告式」（ないしその変形としての「交
替式」）とがあることは，周知のとおりであ
り，先掲の雛形は，いうまでもなく「勘定
式」である。すでにくりかえしのべたように
勿論，博士も指摘されているように，この処
分計算は，取締役会の「議案」であり「案件」
である。会計記録にもとづきアカウンタビリ
ティの裏付けのある「会計報告書」ではな
い。従って，「会計報告書」の様式としての
「勘定式」ないし「報告式」にこだわる必然
性もなければ必要性もない。勘定式の「損益
計算書」に歩調を合せなければならぬ必然性
もなければ必要性もないのである。要する
に，例えば，当期（純）利益はこれこれであ
るが，このほかに，追加処分財源として前期
繰越利益がこれだけあり，そのほか，何積立
金戻入（取崩）による追加処分財源がこれだ
けある。さらにそのほか，追加処分財源とし
て取締役会は配当平均積立金をいくらいくら
取崩すことを提案する等の事項を示し（文章
で書いてもよかろうし，列記して説明文を付すも
わが国財務諸表の生成に関する事例研究（補遺・完）（久野）
よかろう），ついで，処分項目を列挙して，処
分内容を提案すればよいわけである。なお，
現行の「利益金処分計算書」（または「欠損金処
理計算書」）の問題ひいてはその様式や制度
化をめぐる課題等は，まったく別個の問題な
のでここではふれない。
　法務省令「損益計算書」の制度的様式（構
造）にくらべれば，昭和九年のこの「準則」
の「損益計算書」の様式（雛形）の方が，数
段ましである。今日の株式会社の損益計算書
の制度的様式（法務省令「計算書類規則」およ
びそれに歩調を合せた「財務諸表等規則」）は，昭
和九年の「準則」をとびこえて，大正初期か
ら明治中期ごろまでのものに，一挙に「先祖
返り」（atavism）してしまったのである。す
くなくとも，現象的ないし結果論的には，そ
うなる。
　法務省令「計算書類規則」・損益計算書の
制定が，明治初年以来の財務諸表の生成に関
して，とくに実証的調査研究をした上での結
論とも思われないが，その様式（構造）が，損
益計算の枠をはみ出して，追加処分財源の調
整領域（損益計算に非ず，資本計算）におよび，
損益計算書の最終差額として，「当期（純）利
益」ではなく「当期未処分利益（金）」（未処
分利益剰余金）を計上している主因（すくなく
ともそのひとつ）は，法律家の念頭にある「利
益」の概念が，「当期末の処分可能利益」であ
って「当期間に稼得した利益」ではないこと
によるのか，あるいは，「当期末の処分可能
利益」概念と「当期（純）利益」概念とで認識
上の混乱が生じていることによるのか，その
いずれかであろう。そのいずれであるにもせ
よ，損益計算並びに損益計算書の本義を没却
したものといわざるを得ない。
（その7）　第一国立銀行の受（請）合料積立金
　　（自第九回・明治十年十二月三←目至　第十一回・明治十一年十二月三十一日）1こついて
　まず，事実関係から明らかにしていこうと
思う。
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　第一国立銀行の第9回決算（明治10年12月
31日）では，その「半季実際報告」の借方側
（久野注，負債・資本の側）の末尾は，次のよ
うに報告されている。
株主ヨリ借
株　　　金
積　立　金
　受合料積立金
損益勘定
金
高
備
益
越
難
利
繰
齢
季
季
繰
　
　
季
半
半
　
　
半
当
前
前
（金　額）
1500000
115000
157918
24071
70000
398
277
1615000
　1091994
　　　竺
619909堕
（数字は和数字であるが，便宜上，アラビア数字を用
いておく。以下同じ）
　「株主ヨリ借」は，いうまでもなく資本勘
定である。その内訳科目は，「株金」つまり
資本金と「積立金」とであり，その合計額が
総計欄に1，615，000円と報告されている。「受
合料積立金」と「損益勘定」とは，ともに
「株主ヨリ借」とは一応別枠になってはいる
が，資本の部の枠組に報告されているとみて
よかろう。「損益勘定」とは，現代風にいえ
ば，「当期未処分利益（金）勘定」である。
　そこで，「受合料積立金」1，091円99銭4
厘は，本来ならぽ，前回の，つまり第8回
決算（明治10年6月30日）とそれにつづく利益
処分の形で，相当の項目と金額とが姿をあら
わすべきところである。ところが，どこにも
ないのである。前回の利益処分の内容は，積
立金15，000円と割賦金（配当金）105，　OOO円
で，後半季繰込高つまり次期への繰越高が
24，071円27銭7厘となっている。積立金は
第8回の100，000円にこの分が加算され，第
9回では，前掲のように115，000円となって
いる。これはこれで辻褄が合う。
　前回の利益処分では積立てた受合料積立金
1，091円99銭4厘でないとすれば，この回の
費用に計上して開設したとみるほかはない。
しかし，「明治十年下半季利益金割合報告」
の「損失並諸費」の内訳項目のどこをみても
相当する項目と金額とは見当らない。内訳項
目のうち，内容の不明なものは，「雑損」20
円と「雑費」9，951円89銭3厘とである。金
額からみて「雑損」にふくまれていないとす
れば，「雑費」9，951円89銭3厘にもぐりこ
んでるとみるほかはない。
「受（請）合料積立金」の実態は何か。
・第一国立銀行「半季実際考課状」の本文に
推量できる記述はないのか。くまなく探して
みた。ある。
　「第九回半季実際考課状」「○営業事務ノ
事」の一節にいう。
　第10回決算（明治11年6月30日）では，「半
季実際報告」の借方側は，一転して次のよう
になる。
　借　方
摘 要II金額11総計
政府ヨリ借
（内訳省略）
人民ヨリ借
（内訳省略）
請合料積立金
他店ヨリ借
補正勘定
株主ヨリ借
　
　
定
　
　
勘
金
金
　
　
益
　
立
損
株
積
前半季利益金
前半季繰越高
前半季繰越滞貸準備
1500000
130000
190419
28889
70000
20
V5
ρ
0
農
U
2358384
4281265
　2184
128060
1630000
289309
8689203
496
51
137
595
295
574
　「請合料積立金」2，184円13銭7厘は，明
らかに，資本勘定の枠組ではなくて，「政府
ヨリ借」，「人民ヨリ借」，「他店ヨリ借」とと
もに負債勘定の枠に組込まれている。補正勘
定は，借方側に姿をあらわすこともあり，ま
た，貸方側になることもある。
　第11回決算（明治11年12月31日）では，「半
季実際報告」の借方側は，さらに一転して，
「請合料積立金」2，524円46銭3厘が，もと
の位置，すなわち，資本勘定の枠組にもどっ
ている。「株金」の次にでている「積立金」
とは明らかに区別されており，また，資本勘
定の枠組と負債勘定の枠組とを，あっちにい
ったり，こっちにもどったりしているこの
　各商業上二必須ナル受合状及巡回手形
ト称スルモノ未タ之ヲ設ケサルヲ以テ当
銀行ハ其例規ヲ設立セリ而シテ衆人未タ
十分二之ヲ月會灸セスト錐モ漸次以テ施行
スルニ至レリ
　右受合状ト称スルモノハ当銀行ノ本支
店又ハ其「コルレスポンデンス」ノ約定
アル地方二旅行セント欲ル人二在テ通貨
携帯ノ労ヲ省カンガ為メニ之ヲ銀行二預
ケテ其受取リタル受合状ヲ取リ之ヲ携ヘ
テ其地方二到リ逆為替ヲ組ミ其金額ヲ受
取リ得ヘキモノナリ　又巡回手形ハ当銀
行ノ本支店又ハ其「コルレスポンデン
ス」ノアル所ハ何レノ地方ヲ論セス随意
二其金額ヲ受取得ヘキモノナリ且此受合
状ハ銀行二於テ充分信任スヘキ人二在テ
ハ或ハ現金ヲ預カラスシテ之ヲ発付スル
事アリ
　つまり之を要するに，「受合状」・「巡回手
形」とは，旅行信用状（traveller’s　L・／C）な
いし巡回信用状（circular　L／C）のことであ
り，この種のクリーン信用状を逆為替信用状
ともいう。海外旅行者に旅行小切手とともに
使用されていることは，周知のところであ
る。
　第一国立銀行は，「衆人未タ十分二之ヲ胞
炎セスト錐モ漸次以テ施行スル」ために，
「其例規」（取扱規則）を設けたというのであ
る。この第九回に，先の「受合料積立金」
1，091円99銭4厘が，資本勘定の枠組の中に
姿をあらわすのである。このようないきさつ
から考えると，「受（請）合料」とは「受（請）
合状」ないし巡回手形を発行・交付するに際
わが国財務諸表の生成に関する事例研究（補遺・完）（久野）
しての手数料ないし保証料とみられる。受
（請）合料は明らかに銀行の収益である。し
からば「受（請）合料積立金」とは何か。「か
かる収益の積立金」では意味をなさない。む
しろ，かかる手数料ないし保証料の稼得に付
随して将来生ずる可能性のある偶発損失，つ
まり旅行（巡回）信用状の発行に付随して生
ずる偶発損失，にそなえるための「引当金」
あるいは「積立金」と考えざるを得ない。「引
当金」であれば負債の部に，「積立金」であ
れば資本の部に，当然のことながらそれぞれ
報告すべき項目である。資本勘定の枠組に入
れたり，負債勘定の枠組に入れたり，苦心の
存するところである。
　「偶発損失について引当金（負債性引当金）
を開設することの当否」，「発生の可能性の低
い偶発事象に係る費用又は損失について，負
債性引当金計上の否認」，あるいは，「偶発損
失について引当金の開設が否認されたとすれ
ば，偶発損失積立金の開設によるほかはな
い」とか，あるいは「発生の可能性が高く，
発生額の合理的な見積が可能な偶発事象に係
る費用又は損失について，保守主義会計政策
の観点からみて，引当金の開設が妥当である」
とか，このようなさまざまな現代的課題が，
明治10年12月31日の第九回決算から，同
11年12月31日の第11回決算に凝縮してあ
らわれているように思えるのである。
　偶発事象にかかわる損失に対する会計的対
応はどうあるべきか，この課題は，この数年
来のきわめてup　to　dateな関心事であった。
損費に計上して引当金を開設するか，この引
当金（以前の用語でいう負債性引当金）は当然に
負債の部に掲示される。利益処分により積立
金を開設するか，この積立金は当然に資本の
部に掲示される。
　第一国立銀行の場合では，前述のように，
利益処分によって受（請）合料積立金（正確
にいえば，いささかながたらしいが，受合料という
形態の収益の母体となっている受合状ないし巡回
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手形の発行・交付によって将来おこる可能性のあ
る損失の準備のための引当金もしくは積立金）を
開設した事実は認められない。それは利益処
分の内容からみて確実である。さらに，損費
項目に，受（請）合料積立金（引当金）繰入と
みられる具体的な名称の損費項目は見当らな
い。金額等を勘案して推量すれば，前述のよ
うに「雑費」（金額は相当に大きい）にふくまれ
ているとみるほかはない。ともかくも損費に
計上しているものとみられる。そして，半季
実際報告という名称の貸借対照表上の受（請）
合料積立金の報告場所は，資本の部から負債
の部に変わり，再び資本の部にもどるのであ
る。このあたりが，最も興味をひかれる推移
である。
（その8）　法定積立金の計算基礎について
　　　　（第四国立銀行・明治十一年上半季第九
　　　　回半季実際考課状）
　第四国立銀行の第九回半季実際考課状（明
治十一年上半期）の「営業事務ノ事」には，法
定積立金（利益準備金に相当）の積立にかかる
重要課題が，すでにいちはやく指摘されてい
る。注目すべき事歴である。
　問題の所在は，こうである。
　法定積立金の計算基礎については，従前か
ら諸説があったようであり，大略，次の三つ
に分かれる。
　第1　当期未処分利益額
　第2　当期利益額
　第3　配当金額（金銭配当額）
　わが国商法規定の変遷からみると，積立額
今日に至っている。
　「其ノ利益」が前期繰越利益をふくむとな
ると，たしかに，積立の二重計算になる。従
って，当期未処分利益額（前期繰越利益が合算
してある），当時の銀行会計用語でこれを「純
利益」と称したのであるが，この額を基礎と
するという立場は，結局，積立額を大きくし
ようとする保守的政策以外のなにものでもな
い。二重計算が行なわれるという不合理は，
否定すべくもない。
　されぽといって，「毎決算期ノ利益」つま
り当期利益額としても，問題は残る。まず，
法人税控除前のものか，控除後のものかで違
ってくるし，繰越欠損金があるような場合で
あると，それの控除後のものか，控除前のも
のかが問題となろう。さらにいえば，任意積
立金や利益準備金で欠損を填補して当期に繰
越さなかった場合と，填補しないで繰越した
場合とがでてこよう。
　現行商法の利益準備金の積立計算の基礎額
は，周知のように，「金銭配当額」であるか
ら，曖昧な点はない。この第3の説について
は，問題の消極的解決策にすぎないとする見
解もあるが，「流出説」としての根拠を求め
る見解もある。つまりこうである。利益の処
分配当によって，「利益」が会社の支配の枠
外に流出するとき，全額の処分流出を抑制す
るための積立が必要となるというのである。
配当されることなく社内に留保された場合で
は，資本の増加・充実となり会社の担保能力
は増大する。積立の強制は，この場合では問
題にならないというのである。
　後に大きな問題をまきおこした如上の課題
に関連して，第四国立銀行第九回半季実際考
課状は，明治十一年上半季という早い時期
に次のように記述している。
　考課状雛形利益金配当ノ条項二半季総
益金ノ内ヨリー切ノ諸費ヲ引去リ其金額
へ前半季繰越金同滞貸準備残金等ヲ加算
シ右金額ノ内ヨリ所有物償却並二滞貸準
備及諸役員賞与金ヲ引去リ其残金ヲ当半
季ノ純益金トナシ而シテ右純益金ノ幾割
ヲ当季ノ積立金トナス云々トアレトモ前
半季繰越金ハ仮令当季ノ利益金へ加算ス
ト難モ真ノ純益ニアラス而シテ其金高へ
相当スル積立金ハ前季二於テ既二相済シ
タルモノナレハ全クニ重トナリ将タ繰越
金ハ各行勘定ノ都合ニヨリ大ヒニ不同ア
ルモノナレハ之ヲー般ノ乗率トナシ計算
スルトキハ各行ノ積金不権衡ヲ生シ不都
合ノ様二思惟スルニ付前季ノ繰越金ヲ除
キ積立テシ若シ前季ノ繰越金ハ其性質ヲ
問ハス当季ノ純益金同一一二見倣スヘキ規
則ナラバ役員賞与配当金ト難モ繰越金二
合シタル総額ヲ以テ計算セサルヲ得ス故
二前顕ノニ条何分疑団アルヲ以テー月二
十八日大蔵省へ稟請セシ処何等ノ勘定ヨ
リ入リ来ルヲ論セス其半季ノ損益勘定ヲ
ナシ諸経費並二諸役員賞与金等ヲ引去リ
全ク株主一同ノ所得二属スルモノヲ以テ
純益金トナスニ付積立ノ金額ハ少クトモ
其十分ノータルヘク且役員賞与配当金ノ
計算ハ繰越金ヲ合スルモ合セサルモ其銀
行ノ適宜タルヘキ旨二月二十五日指令セ
ラレタリ
66
　するどい指摘である。大蔵省の回答は，「純
益金」を定義したにすぎない。「純益金」と
いう名称の「当期未処分利益（「株主一同ノ所
得二属スルモノ」つまり当期末の処分可能利益）」
の定義である。当期未処分利益を「純益金」
と名づけることについて，用語の不適切はこ
の際間わないとしても，「純益金トナスニ付
積立ノ金額ハ少クトモ其十分ノータルヘク」
という説明は，一向に説明にも，答えにもな
っていない。「且役員賞与配当金ノ計算ハ繰
越金ヲ合スルモ合セサルモ其銀行ノ適宜タル
ヘキ旨」に至っては，もうどうでもよい勝手
にせよというわけである。この銀行が，わざ
わざ，考課状にそのいきさつを記述した気持
カミよくわかる。
わが国財務諸表の生成に関する事例研究（補遺・完）（久野）
（その9）　日本郵船株式会社の減価償却：無
　　　　期償却法から有期償却法へ（第十六期
　　　　前半年度考課状）
　当社の第十六期前半年度（皇離辛癖隻青皇子
旦日）考課状の第一「業務概況及報告ノ要旨」
に，減価償却につき注目すべき次掲の記述が
みられる。
　すなわち，従前では，「第一保険積立金」，
「第二大修繕積立金」，「第三減価引除金」，と
して，創業以来，相当期間にわたって，利益
処分として，それぞれ，「各船総代価」の「百
分ノ五」，「百分ノ三」，「百分ノ五」を積立て
もしくは引除いてきた。その後，第十期前半
年度（自　明治二十七年十月一日至　同二十八年三月三十一日）になると，定款第
四十三条に改正があり，「会社ハ船舶維持ノ
為毎事業年度収益ノ内ヨリ左ノ金額ヲ控取ス
ヘシ」となり，それぞれの「控取」額は，半
期制の採用とともに半減して，「百分ノニ分
五厘」，「百分ノー分五厘」および「百分ノニ
分五厘」と定められた。すなわち，利益処分
計上から費用計上への大転換であった。しか
し，この「減価引除」は，本来の意味における
減価償却ではない。そのいわゆる「引除」は，
エンドレスな，いわゆる無期償却法であった。
　この改正に関して，考課状は，次のように
のべている。耐用年数25年，定額償却率4
％の有期償却法への大転換であった。
右利益金分配案中船価整理金ノー項ヲ
設ケタル所以ノモノハ抑モ当会社ノ事業
近来順当ノ進歩ヲ為シ営業諸般ノ機関健
全欠クル所ナキニ似タリト難モ其基本財
産タル船舶永遠維持ノ方法二至リテハ未
タ不備ノ点アルヲ免レス即チ現行定款ノ
船舶減価引除金ハ逓減船価ヲ標準トスル
カ故ニー定ノ年限内二之ヲ償却スル能ハ
ス依テ弦二其不備ヲ補ヒ有期償却ノ方法
ヲ立ツルト同時二現在船価ヲ整理スルノ
必要アルニ由ル蓋シ現行定款ノ規定スル
所ハ無期償却法ニシテ所有船舶老朽用二
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適セサルニ至リタルトキ其減価引除金積
立高ヲ以テ代船新造ノ資ヲ支フルニ足ラ
ス換言スレハ現在船舶二十万噸ハ新旧代
謝ノ方法不備ナルカ為メ漸次其数ヲ減シ
寛二資産ノ欠損ヲ免レ難シ是ヲ以テ改正
ノ必要ヲ感スルコト久シト難モ之ヲ改正
セムニハ先ツ現在船価ヲ整理セサルヘカ
ラス之ヲ整理セムニハ之二応スル会計上
ノ余裕ナカルヘカラス是レ今日マテ之ヲ
改正スルコト能バサリシ所以ナリ然ルニ
今ヤ会計上幸二多少ノ余裕アリ伍チ営業
上既往及将来ノ利害得失ヲ較量シ各国諸
会社ノ実例ヲ参酌シ現行ノ無期償却法ヲ
ニ十五年間二全ク償却シ了ルヘキ有期償
却法二改メ即チ現在船舶総噸数約二十万
噸二対シ毎半年度製造船価ノ百分ノニ箇
即チー箇年百分ノ四箇二当ル引除金ヲ為
シ以テ毎半年度二平均約四千噸即チー箇
年約八千噸ノ新船ヲ製造シ年々老廃二就
ク船舶ノ欠ヲ補ヒ各船順次二十五年目毎
二之ヲ新船二代へ以テ基本財産ヲ永遠二
維持スルノ方法ヲ確立セムト欲シ今回定
款改正案ヲ具へ臨時総会ノ議二付スルコ
トト為セリ而シテ其改正案ノ目的ヲ達セ
ム為メニハ現行ノ方法二依リテ逓減シ来
リタル船価ヲ初メヨリ製造船価ヲ標準ト
シテ減価シタル船価二比シ生スル所ノ差
金ヲ償却スルヲ必要トス故二其差金壱百
七拾参万参千七百弐拾九円六拾八銭八厘
ノ内壱百万円ハ臨時総会第三号議案ノ如
ク保険積立金有高ノ内ヨリ転用シ残高七
拾参万参千七百弐拾九円六拾八銭八厘ハ
前掲ノ如ク当期利益金ノ内ヨリ補充シ以
テ船価ノ整理ヲ為サムトス今若シ船価ヲ
整理セスシテ直二改正案ノ如ク有期償却
法ヲ執ラム乎船齢二十五年以内二船舶ノ
処分ヲ要スルニ当リ資産ノ欠損ヲ来スコ
トヲ免レス且ツ毎営業年度二於テ控取ス
ヘキ減価引除金，大修繕積立金及ヒ保険
積立金十年間ヲ合計スレハ金弐千八百九
拾五万余円ノ巨額トナリ之ヲ現行定款二
依リ控取スヘキ合計金弐千四百六拾万余
円二比スレハ四百参拾五万余円ノ差ヲ生
シ即チ平均毎半年度金弐拾壱万余円ノ増
額ヲ余分二利益勘定ヨリ控取セサルヘカ
ラサルヲ以テ到底実行シ得ヘキコトニア
ラス之二反シ前記ノ如ク船価ヲ整理スル
ニ於テハ毎半年度二増額スル控取額ハ僅
二平均五万参千余円二過キス故二此際船
価ヲ整理シ以テ船舶維持法ノ不備ヲ補ヒ
会社財産ノ基礎ヲ永遠二安固ナラシメム
トス
（その10）　セメント製造会社（小野田セメント
　　　　製造株式会社）の資本勘定の形成
　「本論」でも若干取上げておいたが，当社
の初期の考課状をみて，最も興味のある点の
ひとつは，その資本勘定の形成である。
　明治15年12月31日に第一回報告をして
いるが，この第一項に，次の記述があり，政
府からの「拝借金」th：　25，　OOO円にのぼった
とある。
　セメント製造発起ノ源ハ七八年前ニア
リト難モ該業ヲ創立セント決議セシバ明
治十三年一月トス而シテ発起総代トシテ
笠井順八荒川佐兵衛両人出京深川セメン
ト場二至リ該業ヲ研究シ併セテ拝借金ノ
義ヲ政府二請願シ同年八月金弐万五千円
ノ許可ヲ得該金額ヲ収受セシバ十月三拾
日トス
　第二回報告では，その冒頭に，明治17年7
月20日開業式を行なったこと，また，本社
発起（創業）を明治14年3月とし，明治18年
6月までを一期としてこの決算報告を行なう
旨の記述がみられる。
　次いで，「興業費ノ事」および「創業費ノ
事」を記述しているが，諸設備への支出であ
る興業費の総額は，第二回総括勘定をみると
37，414円4厘に達しており，当初の予定額
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30，000円を超えるのみか，創業費11，999円
6銭9厘と合算すると，当初の資本金の予定
額40，000円を超過している。政府からの拝
借金25，000円で足りるわけがない。
　総括勘定（久野注，貸借対照表に相当）・借方・
「会社ノ負債義務二属スル分」をみると，拝
借金のほかに，借入金58，558円28銭4厘，
計83，　558円28銭4厘とあるが，この借入金
は，次のような経緯によるものであった。
　株主（正確にいうと，将来の株主たるべき出資
者）から公債証書を預り，「預り証」たる株券
（久野注，勿論，いわゆる株券ではない。株券と
いう名の預り証）を交付する。この公債証書
を政府に差入れて借入をするというわけであ
る。ところが，「幸二政府ノ寛典ヲ以テ」，か
ねて差入れておいた質物としての公債証書
と，「本社据付ノ器械土地建物等」との担保
物件の肩替り（「質物入換（替）」）を許されるこ
とになったため，質物公債証書が手許にもど
り，この公債証書が「質物ノ流通ヲ生ジ」，つ
まり，この公債証書を担保とする借入が可能
となったのである。関連した考課状の一連の
記述を抜書してみよう。
　　セメント製造会社第二二回決算報告
　昨明治十七年七月二十日本社開業式二
付株主諸君集会ノ節ノ決議二愚リ本社発
起則チ明治十四年三月ヨリ十八年六月迄
ヲー期トシ資本金ノ流通営業資金ノ計算
事業ノ実際損益ノ決算等ヲ撮記シ株主諸
君二報告スル左ノ如シ
　　興業費ノ事
一　興業費発起ノ際予算セシバ差向所金
　三万円ニテ仮成整頓ノ見込ナリシモ物
価非常二騰貴セシト「セメント」園置場
又ハ物置場等ヲ増築セシト辺僻ノ地故器
械ノ修繕其都度大阪神戸間二持登ル訳二
至ラス通常ノ小修繕ハ本社ニテ調製シ得
ベキ程ノ器械ヲ備置サルヲ得サル等万止
ムヲ得難キ算外ノ資金ヲ要セシニ依レリ
わが国財務諸表の生成に関する事例研究（補遺・完）（久野）
其明細ノ如キハ昨年帳簿調査相成タル事
ナレドモ不席ノ諸君モ少ナカラス依テ其
概略ヲー言シ置ケリ
　　資本金流通ノ事
一　資本金四万円ノ予算ナリシモ興業創
　業ノ弐費ニテ既二其額ヲ超過シ他借ヲ
　要スルニ至リ頗ル困難二陥リシモ幸二
　政府ノ寛典ヲ以テ兼テ差入置タル質物
　公債証書ヲ下附シ換ルニ本社据付ノ器
　械土地建物等ヲ以テスル事ヲ許可相成
　質物ノ流通ヲ生ジタルト世上本社ヲ信
　用スル人ノ多キヲ以テ質物入用ノ時貸
　与ヲ承諾スル向モ寡カヲサル等ノ場合
　ニテ僅二金融ヲ為ス事ヲ得テ以テ今日
　迄維持シ居レルナリ
　セメント製造会社第2回総勘定
　　　　　自　明治14年3月
　　　　　至　同　18年6月
借方　　会社ノ負債義務二属スル分
　　　　　　　　　　　　　円
拝　借　金
借　入　金
　計　　金
就産所棄損金
　合計　金
25，000000
58，558284
83，558284
5，360000
88，918284
貸方　　会社ノ資産権利二属スル分
　　　　　　　　　　　　　円
　興　業　費
創業入費
営　業　費
　　（内訳省略）
現金有高
　計　　金
当期損金
　合計　金
37，414004
11，999069
25，499882
6，795217
81，708172
7，210112
88，918284
　当社の企業資金の調達源泉は，すべて借入
（拝借金25，000円と借入金58，　558円28銭4厘）
であり，自己資本は皆無であった。なお，総
括勘定の借方に，これら借入のほか就産所棄
損金5，　360円がみえているが，これは次掲の
経緯によるもので，資産の特定運用を伴う会
計主体（accounting　entity）としては別個・
独立の存在とみてしかるべきであろう。
　次のようにいう。
　拝借金にはじまり，ついで「質物入換（替）」
および「元金無利置据年延」の措置がとられ
た。第二回報告の本文末尾には，「拝借金請
願並質物入替年延等ノ写別冊ノ事」として，
かかる政府の寛（恩）典について，「本社永遠
二伝テ遣忘ス可ラズ依テ此回活刷シテ株主諸
君二配賦ス請フ此意ヲ諒セラレン事ヲ」と結
んでいる。
　　就産所棄損金ノ事
一　就産所ニテ先年来借用金皆済二付特
　別ヲ以テ五千三百六拾円棄損相成タル
　ハ本社算外ノ賜二付公債証書又ハ銀行
　株券等ヲ買得シ特有財産トシ永ク就産
　所ノ高誼ヲ記銘シ置ント約セリ依テ時
　価ヲ見繕ヒ続々買入ベキ資金ヲ貸方現
　金ノ内ニテ引除ク之レ有ル訳二付髪ニ
　ー言シ置ケリ
頭冒のぞは渥期韓離
明
明催告報回四第
銚いに
　本期内一大事件ハ昨十九年十月株主惣
会ニテ金禄公債証書ヲ以テ株式元金トナ
シ居タル組織ヲ更正シ現金株式トナシタ
ルノ件ニシテ諸君ノ議決ヲ遵守シ公債証
書ヲ売却シテ借入金ヲ償却シ端金ハ本主
工還付シ該件ヲ結了シ計算書ヲ報告セシ
バ本年四月ナリ
　第二回総括勘定は，次のとおりであった。
原典は縦書き和数字であるが，横書きアラビ
ァ数字になおした。
　第四回総勘定は，次のとおりとなった。上
掲の第2回総勘定と比較されたい。
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セメント製造会社第4回総勘定
　　　　自　　明治19年7月
　　　　至明治20年6月
借方　会社ノ負債二属スル分
株
拝
借
金
金
金
　
借
入
就産所棄損金
計　　金
　　円
57，150
25，000
12，815
　5，360
1eo，　325
貸方　　会社ノ資産二属スル分
興　業　費
創業入費
営 業　費
（内訳省略）
残
高
却
　
金
消
有
益損
金
期
　
計
前
現
000
000
905
000
905
　　円
40，977274
11，999069
30，585957
　9，556731
　7，206874
100，325905
第五回決算報告書（自明治二十年七月至明治二十年十二月）でe＃，
「前期ニテ普通会社ノ組織二改メ毎半期決算
報告ヲ発スルコトニ決セリ」とある。半期制
の採用がみられた。
（その11）　諸資料目録
　第一国立銀行半季実際考課状（自第一回至第十一回）
　第四国立銀行半季実際考課状（自第一回至第十回）
　安田銀行半季実際考課状（自第二期第一回至同　第六回）
　横浜正金銀行考課状（抄）（皇嵩治‡轟雫附計算書）
　日本勧業銀行営業報告書（皇纂侵鋤
　日本興業銀行営業報告書（自第：糊至第六期）
　第四銀行，新潟銀行業務報告書
　横浜正金銀行史　資料　第四巻財務諸表
　　　　　　　　　　　　　　　（自明治13年歪大正8年）
　三井銀行史料1　営業報告書
　日本銀行沿革史　第一巻
　銀行実際考課状綴（21行・35冊，学習院大学
　図書館所蔵）
　第一銀行史（上巻）
　第四銀行百年史
　新潟県内銀行の営業報告書（1）・（2）（第四銀行
　編）
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明治財政史第十二巻，第十三巻，第十四巻
官版国立銀行条例　付成規および改正国
立銀行条例付成規
商法（明治23年）
Commmroial　Code　of　Japan（宮訳）
改正商法（明治32年）
The　Commerdal　Code　of　Japan（trans－
1ated　by　Dr．　L．　L6nholm
銀行条例　同施行細則
改正銀行条例　同施行細則
銀行法　同施行細則
作業及鉄道会計規則
私設鉄道法
私設鉄道会計準則
軽便鉄道会計準則
帝国鉄道会計法規の沿革（鉄道省経理局編）
地方鉄道会計規程
郵便汽船三菱会社簿記法
三菱合資会社本支店会計帳簿様式
銀行簿記精法
銀行簿記例題　同解式
銀行簿記用法（山田十畝）
イギリス会社法（1948年，1967年）
イギリス会社法概説（小町谷操三）
Accountancy（Pickles＆Dun　Kerley）
Guide　to　Company　Balance　Sheets＆Pro一
丘tand　Loss　Accounts（Frank　H．　Jones）
（マイクロフィルム，雄松堂フィルム出版）
第1集Rl9－20
　　　R27－28
　　　R29－30
　　　R45－－46
　　　R67－68
Rl23－124
Rユ41－142
R259－260
R295－296
食品
全上
全上
絹，綿，毛，麻，紡績
全上
製紙，パルプ
セメント，窯業
運輸（陸，海，空運）
銀行，信託
わが国財務諸表の生成に関する事例研究（補遺・完）（久野）
　　　R299－300全上
　　　R355－356　保険
銀行実際考課状綴（21行・35冊）の内訳銀行
名
第九十三国立銀行，第百七銀行，第七十七
銀行，三陸銀行，田村実業銀行，安達実業銀
行，本宮銀行，郡山銀行，郡山橋本銀行，郡
山合同銀行，安田銀行，青葉銀行，五城銀行，
東北実業銀行，東北実業貯金銀行，仙台興業
銀行，宮城商業銀行，松良銀行，宮城貯蓄銀
行，郡山合同銀行，福島貯蓄銀行
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